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下水道事業会計
決算概要資料

業務の概要

年　度

区　分

行政区域内人口 Ａ ％

処理区域内人口 Ｂ ％

水洗化人口 Ｃ ％

普及率 Ｂ/Ａ

水洗化率 Ｃ/Ｂ

事業計画面積 Ｄ ％

整備面積 Ｅ ％

整備率 Ｅ/Ｄ

年間総処理水量 Ｆ ％

年間総有収水量 Ｇ ％

有収率 Ｇ/Ｆ

決算概要
（１）収益的収支

単位：円（税抜）

％ ％ ％ ％

％

％ ％ ％ ％

％ ％

【表-1】 業務概要
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　令和元度末の汚水処理区域内人口は、前年度より854人増の38,423人で、行政区域内人口
に対する普及率は、前年度より1.4ポイント増の69.5％となりました。また、水洗化人口
は、36,508人で処理区域内人口に対する水洗化率は、95.0％となりました。
　整備面積は、前年度より8.0ha増の768.4haで、事業計画面積に対する整備率は92.6％とな
りました。
　汚水の年間総処理水量は、前年度より157,861ｍ3（3.8％）減の 4,021,480ｍ3、有収水量
が、前年度より60,404ｍ3（1.9％）増の 3,284,920ｍ3となりました。この結果、有収率
は、前年度の77.1％と比較して4.6ポイント増の81.7％となりました。
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　営業収益は、782,271,533円（前年度比1.3％増）、営業費用は、852,330,942円（前年度
比1.1％減）で、この結果、営業損失は、70,059,409円（前年度比21.55％減）となりまし
た。
　営業外収益は、328,740,859円（前年度比3.52％増）、営業外費用は、97,965,096円（前
年度比9.2％減）で、この結果、営業損失に営業外収益と営業外費用を加減した経常利益
は、前年度より40,318千円増（33.5％増）の160,716,354円となりました。また、特別損
失、特別利益とも計上されなかったことから、当期純利益は、経常利益と同額となっていま
す。

ｍ3

％

【図-1】 収益的収支
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下水道事業会計
決算概要資料

収入 単位：円（税抜）

下水道事業収益 ％

営業収益 A ％

下水道使用料 ％

他会計負担金 ％

他会計補助金 ％

手数料 ％

営業外収益 B ％

引当金戻入益 ％

長期前受金戻入益 ％

他会計負担金 ％

国庫補助金※1 ％

雑収益 ％

特別利益※2 C

※1 　国庫補助金は、下水道接続推進に係る社会資本整備総合交付金（国費率：5/10）

※2 　平成29年度の特別利益は、北上川上流流域下水道（都南処理区）維持管理費還付金

支出 単位：円（税抜）

下水道事業費用 ％

営業費用 D ％

維持管理費 ％

管渠費 ％

雨水処理費

流域下水道管理費 ％

業務費 ％

総係費 ％

減価償却費等 ％

普及促進費

その他営業費用

営業外費用 E ％

支払利息 ％

普及促進費 ％

その他営業外費用

特別損失 F

営業損失 G=D-A ％

経常利益 H=B-G-E ％

当期純利益 I=H+C-F ％160,716,354

33,977,441 37,852,004 △ 3,874,563

282,012,863

△ 202,578

△ 7.34

39,427,988 44,871,703

154,105,452

933,000 0 933,000 皆増

40,806

△ 10.24

△ 12.13

△ 12,198,446

560,560,095 8,611,998

0

△ 8,655,631

140,967

△ 700,344 皆増

166,303,898

54,501,982

皆増

97,965,096

97,924,290

3,688,000

△ 9.18

△ 8.12

△ 9,481,953

300,339,470 △ 18,326,607

120,398,097

1.54

6.34

3.70

△ 11.45

21.23

△ 7.00

33.49

21,641,000

△ 6.10

△ 2.00

Ｃ＝Ａ－Ｂ

△ 1.10

0

861,812,895

1,111,012,392 1,090,079,297

0

950,296,038

11,170,197

163,239

11,476,106

△ 477,000

Ｃ/Ｂ×100

△ 664,200 △ 64.60

△ 35,000

1,028,100363,900

328,740,859

2,737,239

令和元年度

321,605,963

262,960,667

317,570,662

2,574,000

平成30年度

265,891,149 △ 2,930,482

比 較 増 減

20,933,095

772,508,635

1.92

1.26

2.27

9,762,898

486,287,978

19,301,408

Ｂ Ｃ/Ｂ×100

【表-2】 前年度との比較（収益的収支）
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下水道事業会計
決算概要資料

（２）資本的収支

単位：円（税込）

消費税等調整額

減債積立金

損益勘定留保資金

％ ％ ％ 利益剰余金処分額

％ ％ ％

単位：円（税込）

資本的収入 ％

企業債 ％

補助金 ％

国庫補助金 ％

一般会計補助金

負担金 ％

受益者負担金・分担金 ％

他会計負担金 ％

資本的支出 ％

建設改良費 ％

管渠建設事業費 ％

雨水建設事業費

流域下水道建設費 ％

固定資産購入費

企業債償還金 ％

その他（報奨金） ％

収　入

【図-2】 資本的収支
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【表-3】 前年度との比較（資本的収支）

比 較 増 減平成30年度令和元年度

32.08 7.05

Ｃ＝Ａ－Ｂ

847,203,015

130,767,080

156,087,000

296,200,000

41.91

355,824,940

34,316,671

21,159,215

△ 6.12

41.91

3,427,507

109,991,000 46,096,000

22.2886,263,246

370,126,828

41.20134,766,172

0

88,352,953

△ 27,306,920

60.87

486,592,020 296,200,000

企業債

360,610,995

△ 1,337,800

387,091,334

327,079,664

17,198,000

34,305,020

847,203,015

55.87

294,100

0.04

支　出

区　　分

156,087,000

46,096,000109,991,000

113,100,000183,100,000

156,087,000 34,305,020

Ａ

486,592,020

Ｂ

補助金 負担金

0.93

皆増

62,733,940

0

61.77

18,320,000

120,398,097

44,413,940

△ 28,428,920

補てん財源

△ 61.48

26,154,780

11.64

△ 45.32

　資本的収支（消費税及び地方消費税込額）は、資本的収入が 486,592,020円、資本的支出
が 847,203,015円であり、資本的収入が資本的支出に不足する額 360,610,995円は、当年度
分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 26,154,780円、減債積立金 120,398,097円、当
年度分損益勘定留保資金 214,058,118円で補てんしました。
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下水道事業会計
決算概要資料

事業報告
（１）施策目標達成に向けた取組

①「環境にやさしく快適な下水道整備」

汚水管渠整備工事（小岩井地区）φ150 Ｌ＝1,597.0ｍ 千円

汚水管渠整備工事（巣子地区）φ150 Ｌ＝367.1ｍ 千円

汚水管渠整備工事（滝沢駅前地区）φ150 Ｌ＝260.0ｍ 千円

舗装復旧工事（小岩井地区） Ａ＝4,074㎡ 千円

篠木・大沢汚水中継ポンプ場制御盤更新工事 Ｎ＝2箇所 千円

②「安全・安心な雨水排除施設の整備」

③「下水道経営基盤の充実」

管渠更新工事（鵜飼西地区）取付管φ150 Ｎ＝74箇所 千円

管渠更生工事（鵜飼西地区）取付管φ125・150 Ｎ＝218箇所 千円

人孔鉄蓋交換工事（穴口地区） Ｎ＝26箇所 千円

44,453

44,073

21,534

　雨水建設事業については、大釜地区における浸水対策事業の実施に向け、実施設計を行
う計画でしたが、事業計画変更に伴う関係機関との協議に時間を要し、事業費を翌年度に
繰り越ししています。（繰越額：20,000千円）

　接続率向上のため、広報やホームページで早期水洗化を周知しているほか、資金融資の
あっせん、排水設備助成事業補助を実施しており、工事説明会においては、制度、供用開
始予定年月、宅地内排水設備工事の概要等を説明するほか、回覧、チラシ配布により、接
続啓発を行い、経営基盤の充実を図っています。
　また、浸入水防止対策として、鵜飼西地区取付管改築更新工事、穴口地内で人孔鉄蓋交
換工事を実施しました。

7,810

40,399

147,628

14,597

105,395

３

　第１次滝沢市総合計画のビジョンに掲げる『ひとにやさしく安心・快適で活力あふれるま
ちを目指します』を実現するため、以下の3つの施策目標を定め各施策の展開を図りまし
た。

　汚水管渠建設事業は、前年度からの繰越事業を含め、小岩井、巣子、滝沢駅前地区にお
いて汚水管渠整備及び舗装復旧工事を実施しました。
　このほか、篠木・大沢マンホールポンプ場に係る制御盤の更新を実施し、施設の機能維
持や機能向上を図りました。
　なお、汚水管渠建設事業については、私道の地上権設定完了に伴う工期延長により、事
業費の一部を翌年度に繰り越ししています。（繰越額：20,222千円）
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下水道事業会計
決算概要資料

（２）主な指標の達成状況

ｄ

経費回収率 （％） ≧

人口普及率 （％） ≧

≧

≧

≧

≧

経営指標：「平成29年度地方公営企業年鑑　下水道事業」（総務省）より
「目標値との差」において、「↑」は達成、「↓」は未達成。

千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円
千円

千円
千円

↑

5.1

（令和元年度）

目標値（又は経
営指標）との差

115.0

9.3

111.8

×

↑

100 ＝ 141.5
351,405

0.7

4.5

4.5 ↑

↑
（経営指標）

108.1

＝

・

↓

8.8

　平成29年3月に策定した下水道事業経営戦略に掲げる投資・財政計画に関する指標の達成
状況は【表-4】のとおりとなっています。
　経費回収率は、141.5％で、使用料収入の増、汚水処理費の減により、前年度比較で11.4
ポイント上昇し、目標値を26.5ポイント上回りました。
　総収支比率及び経常収支比率は、ともに前年度を4.5ポイント上回る結果となりました。
　流動比率は、前年度と比較して10.1ポイント増の58.3％で、経営指標（H29全国平均）を
9.3ポイント下回っている状況にあり、引き続き資金力の強化を図る必要があります。

112.4

112.4

＝ 69.2 ％

流動比率

※
※

使用料収入
× 100

48.2

汚水処理費（公費除く）

総収支比率

（％）

＝

9.7

＝

141.5

116.9

【表-4】 指標達成状況

26.5

（％） 116.9

資本＋繰延収益

流動負債

経費回収率

×

（経営指標）

100 116.9

％
420,872

＝
12,009,318

×

100 ＝ 58.3
245,252

×＝

100
17,360,602

％

％

×
1,111,012

950,296
％

1,111,012
950,296

× 100＝ ＝ 116.9

↑

3.01.4

10.1

130.1

・ 経常収支比率 ＝

・ 流動比率 ＝
流動資産

× 100

総費用
・ 総収支比率 ＝

総収入
× 100

営業収益＋営業外収益

・ 自己資本構成比率
負債資本

× 100

100
営業費用＋営業外費用

平成30年度

＝

69.2 68.5

69.5

目標値

497,306

11.4

比較増減

（経営指標）

＝

68.1 66.5

59.5

67.6

指標名 令和元年度

（経営指標）

経常収支比率

（％） 58.3

自己資本構成比率 （％）
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